
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

 

 

  

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

  

 

  

 

ふるさと納税ワンストップ特例制度が 
創設されました 

 
（来年 4/1 施行予定） 

  

◆改選後、初めて開催された６
月議会はすべての議案が可決
され、７月 13 日（月）に閉会
しました。 
◆福井みな子の一般質問では
｢マイナンバー制度｣と｢犯罪被
害者支援｣について取り上げ、
前向きな回答を頂きました。
（裏面参照） 

 

 

平成 27 年度第 2 回定例会報告 Vol.17 夏号 

福井みな子の市政報告 
芦屋市議会議員 

福井みな子 

 

ご あ い さ つ 

この春の選挙は、本当に厳しい戦いとなりましたが、皆様のご支援を賜り２期目の当選

を果たすことができました。また、議会におきましては、このたび、今年度の総務常任委

員長を仰せつかりました。 

これからの４年間、心も新たに、「市民の皆様の声をかたちに実行する」をモットーと

し、活動を積み重ねていきたいと思っています。また、私の政策の中心テーマでもある「子

育てや介護を一人にしない、支え合いのまちづくり」をめざし、少子高齢化が加速する中、

持続的に社会を豊かにするための環境作りや仕組み作りを引き続き提案して参ります。 

どうぞ日々の生活の中で感じる疑問や不安をお聞かせ下さい。ひとりの方の

小さな声が、多くの方の問題解決につながることもあります。市民の皆様と共

に考えて行動し、様々なネットワークを広げていくためにも、福井みな子は頑

張ります。 

屋外広告物条例が制定されます 
（2016 年 4/1 施行予定） 

  

学童請願採択されました 
新４年生（現３年生） 

 

「屋外広告物条例」とは、屋上広告や建物壁面の突き出し看板を

規制するなどの条例です。芦屋市は、この条例を市内全域で制定

する方針を固めました。特に特別景観地区に指定している芦屋川

沿いなどは、全国一厳しいと言われる京都市条例 

より厳しく規制されます。今後、市民意見を募集 

し、来春の施行を目指しています。 

今春より子ども子育て新制度が実

施され、放課後児童健全育成事業の対象年

齢が、これまでの「おおむね 10歳」から「小

学生」に拡大されました。県内の多くの自

治体が今年度から 4 年生の受入を開始する

中、芦屋市では平成 30年から高学年の受入

が予定されています。しかしながら、可能

なところからの段階的な受入を求める請願

書が提出され、賛成多数で採択されました。 

～総務常任委員会審査の報告第 1号より～ 
話題のふるさと納税について、今年 4 月より税制改正
が行われ、「ふるさと納税ワンストップ特例制度」が創
設されました。この制度は、確定申告が不要な給与所

得者の方などが「ふるさと納税」をされた場合に、寄

付先が 5 団体までなら、ふるさと納税先団体に申請書

を提出することで、確定申告を行わなくても寄附金控
除が受けられる制度です。詳しくは市のホームページ
をご覧下さい。 
＜あしやふるさと寄附金制度とお申込みについて＞ 

芦屋市企画部政策推進課 ☎ 0797-38-2127  

６月議会トピック 



   

福井みな子プロフィール 
1962 年生まれ。茨城キリスト教短大卒業。東京海上火災保険株式会社
本店、日本航空株式会社、外資系航空会社、㈱ＪＡＬエクスプレス勤務。
ホスピタリティツーリズム専門学校大阪講師を経て、平成 23 年芦屋市
議会議員初当選。平成 25 年度建設公営企業常任委員長、平成 27 年度
総務常任委員長、自由民主党芦屋支部 常任理事。 
。 

 芦屋市議会議員（あしや真政会） 
福井みな子 市政報告 No.17 平成 27年 7月発行  

〈連絡先〉芦屋市浜町 14-6-303  TEL＆FAX：34-0240 
http://www.fukui-minako.com  E-MAIL：fukui.minako＠gmail.com 

 「あしや真政会」を結成！ 

  
改選後、新たに「あしや真政会」を結成し

ました。「（旧）あしや未来の会」と「（旧）創

政クラブ」に新人２名が加わり８名の会派と

なりました。所属議員は、岩岡りょうすけ、

重村啓二郎、中島健一、長野良三、畑中俊彦、

福井利道、松木義昭、福井みな子です。 

福 井 み な 子 の 一 般 質 問 

 
いよいよ始まるマイナンバー制度 

芦屋市の対応は、万全なのでしょうか？ 

マイナンバー制度とは 
国民一人ひとりに、番号を付して、

社会保障、税、災害対策の分野で効

率的に情報を管理し、複数の機関に

存在する個人の情報が同一人の情

報であることを確認するために活

用されるものです。行政事務の効率

化によるコストの削減や、社会保障

給付の適正化が期待されています。 

この制度は、国民にとって利便性の高い、公平・公正な社会を実現す

ることが目的とされていますが、まだまだ認知度が低いようです。ま

た、今年 6 月には日本年金機構より約１２５万件に上る年金情報が流出

したとの発表があり、セキュリティ対策の不備と甘さが浮き彫りとな

りました。ますます不安が広がる中、マイナンバー制度に関して様々

な角度から質問を行いました。 

マイナンバー制度のこれから 
2015年 10月～ 

「連絡カード」が簡易書留で届く。 

2016年 1月～  

マイナンバーの利用開始。 

「個人番号カード」の受け取り(任意) 

2017年 1月～  

専用サイト「マイナポータル」で情

報閲覧開始。 

2017年 7月～  

国と自治体のシステムがつながり

様々な行政手続きが可能に。 

質問① システム整備の取り組み状況について 

(回答)昨年度から住民基本台帳と税システムの改修を始め

ており、今年度は国民健康保険などの社会保障分野の関係

システムを改修しながら準備中。 

質問② マイナンバー制度の今後の活用について 

(回答)コンビニエンスストアでの証明書発行サービスに

ついて実施に向け検討中。 

質問③ 情報漏えいの危険性など想定される問題の対応について 

(回答)システム面では従来どおり各機関で情報分散管理を

するため、業務上必要な場合に限り、法で認められた範囲で

しか情報連携できず、一連の個人情報を結合できない仕組み

になっている。その他、本人の個人情報が、どのように連携

されたのかを、自身が確認できる仕組みも整備予定。万一、

個人番号が漏えいした場合には、番号を変更する事も可能。 

 
マイナンバー制度の導入に向けては、まだまだ不安感を持つ人が多いようです。導入に当たっては、今後、

きめ細かな広報活動を行なうとともに、担当職員の意識やスキルの向上につとめ、個人情報の適切な保護に

万全を尽くして頂くことなどを要望しました。 

犯罪被害者支援 

２度目の一般質問で条例が実現！ 一 歩前進  

犯罪被害者とは、犯罪や事故に遭われた被害者やご遺族のこと

です。近年、凶悪で卑劣な犯罪が増大し、犯罪被害者は終わり

のない深い怒りと悲しみで苦しんでいます。平成 16 年成立の

「犯罪被害者等基本法」には、地方公共団体の責務が明確にさ

れていますが、被害者の実態が目に見えにくいため、市区町村

の関心は低く、支援も不十分です。しかし阪神間の他市では条

例化が進んでおり、現状では、もし仮に犯罪被害にあった場合 

 に、居住地域による権利の不平等が生じる可能性があります。 

質問 昨年 6 月議会でも｢芦屋市犯罪被害者等支

援条例｣策定の提案をしましたが、実現に

は至っていません。今後の予定を問う。 

  (回答)課題を整理しながら関係団体

と協議を行い、本年 12月には市議会

に報告ののち、市民意見の募集を行

い、平成 28 年 3月議会での条例化を

目指していく。 

 

http://www.fukui-minako.com/

